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平成３０年度当初予算の概要
⃝予算の規模 

平成30年度の予算規模は、一般会計は178億2千万円（前年度対比14.2％増）となりました。
また、特別会計は6会計の合計が97億3,495万3千円（前年度対比5.8％減）で、すべての予算の合計は

275億5,495万3千円（前年度対比6.2％増）となりました。

⃝一般会計歳入の概要 
歳入の根幹をなす市税は、固定資産税の減により、市

税全体では前年度対比0.2%減の80億5,419万7千円を見
込んでいます。これは歳入全体の45.2%になります。

地方交付税は平成28年度から本市でも影響を受けてい
る普通交付税の合併算定替の段階的縮減幅が拡大される
ことを考慮し、特別交付税を合わせて5億400万円を見
込んでいます。

市の借金にあたる市債は、全体では34億7,890万円を
予定し、その主なものは、庁舎整備事業債29億2,070万
円であります。

⃝一般会計歳出の概要 
歳出全体では、14.2%（22億2,000万円）の増となりました。
目的別にみると、平成29年度に着工した新庁舎建設事業

の工事請負費に30億7,949万1千円を計上したことにより、
総務費は86.0%の増になりました。

また、津波高潮対策として桜保育所屋上への外階段設置
や、駅周辺等への防犯カメラ設置など、引き続き市民の暮
らしの安全・安心のための施策に重点配分しました。

また、歳出を性質別に見ると、義務的経費として、扶助
費（福祉や医療の助成、生活扶助など）28億7,636万1千円、
人件費（職員の給与など）27億180万4千円、公債費（市債の
償還金）11億4,745万8千円で、これらを合計すると67億
2,562万3千円となり、全体の37.8%を占めています。投資
的経費については、新庁舎建設事業の工事請負費の増により
前年度対比97.9%増の41億9,143万2千円となりました。そ
の他の経費で主なものは、物件費（委託料、臨時職員の賃金
など）28億9,630万1千円、補助費等（各種団体への補助金、負担金など）21億49万5千円、繰出金（特別会計へ
の繰出金）16億7,233万3千円、維持補修費（公共施設などに係る維持修繕など）1億6,875万3千円となりました。

歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

目的別歳出の状況（一般会計）

⃝一般会計（歳入）� （単位：千円）

区　　　分 本年度予算額 構成比（％） 伸率（％） 前年度予算額 構成比（％） 比較増減

自　　主　　財　　源 9,803,843 55.0 97.2 10,087,013 64.6 △283,170

市 税 8,054,197 45.2 99.8 8,071,905 51.7 △17,708

繰 入 金 681,067 3.8 77.2 881,975 5.6 △200,908

繰 越 金 500,000 2.8 100.0 500,000 3.2 0

使 用 料 及 び 手 数 料 358,005 2.0 108.6 329,627 2.1 28,378

諸 収 入 196,014 1.1 85.6 228,908 1.5 △32,894

財 産 収 入 13,768 0.1 18.6 73,966 0.5 △60,198

その他（分担金及び負担金など） 792 0.0 125.3 632 0.0 160

依　　存　　財　　源 8,016,157 45.0 145.4 5,512,987 35.4 2,503,170

市 債 3,478,900 19.5 271.2 1,282,800 8.2 2,196,100

国 庫 支 出 金 1,556,597 8.7 105.4 1,476,687 9.5 79,910

県 支 出 金 1,062,660 6.0 107.8 985,700 6.3 76,960

地 方 消 費 税 交 付 金 836,000 4.7 103.3 809,000 5.2 27,000

地 方 交 付 税 504,000 2.8 131.3 384,000 2.5 120,000

地 方 譲 与 税 325,000 1.8 102.5 317,000 2.0 8,000

自 動 車 取 得 税 交 付 金 113,000 0.6 99.1 114,000 0.7 △1,000

その他（配当割交付金など） 140,000 0.9 97.4 143,800 1.0 △3,800

歳　入　合　計 17,820,000 100.0 114.2 15,600,000 100.0 2,220,000

⃝一般会計（歳出）目的別� （単位：千円）
款 本年度予算額 構成比（％） 伸率（％） 前年度予算額 構成比（％） 比較増減

民 生 費 6,265,173 35.2 102.0 6,142,005 39.4 123,168

総 務 費 4,640,514 26.1 186.0 2,495,537 16.0 2,144,977

教 育 費 1,174,861 6.6 94.6 1,241,969 8.0 △67,108

公 債 費 1,147,458 6.4 96.4 1,190,243 7.6 △42,785

衛 生 費 1,143,167 6.4 103.9 1,100,350 7.1 42,817

土 木 費 1,138,721 6.4 100.8 1,129,612 7.2 9,109

農 林 水 産 業 費 1,027,742 5.8 104.1 987,063 6.3 40,679

消 防 費 784,168 4.4 101.8 770,576 4.9 13,592

商 工 費 290,711 1.6 84.5 344,143 2.2 △53,432

議 会 費 184,013 1.0 100.7 182,792 1.2 1,221

そ の 他（ 予 備 費 な ど ） 23,472 0.1 149.4 15,710 0.1 7,762

歳 　 出 　 合 　 計 17,820,000 100.0 114.2 15,600,000 100.0 2,220,000

⃝特別会計� （単位：千円）
款 本年度予算額 伸率（％） 前年度予算額 比較増減

土 地 取 得 13 100.0 13 0

国 民 健 康 保 険 4,235,000 85.7 4,941,000 △706,000

後 期 高 齢 者 医 療 548,710 107.3 511,170 37,540

介 護 保 険（ 保 険 事 業 勘 定 ） 3,196,230 107.5 2,973,070 223,160

介護保険（サービス事業勘定） 0 皆減 11,180 △11,180

農 業 集 落 排 水 事 業 400,000 89.1 449,000 △49,000

公 共 下 水 道 事 業 1,355,000 93.3 1,452,000 △97,000

歳 　 出 　 合 　 計 9,734,953 94.2 10,337,433 △602,480
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